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　家庭裁判所は家事部と少年部に分かれています。家事部では，家庭や親族の問題に関する家事事件及
び人事訴訟事件を取り扱っています。また，東京家庭裁判所及び大阪家庭裁判所の家事部では，国際的
な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律（いわゆるハーグ条約実施法）に基づく子
の返還に関する事件も取り扱っています。一方，少年部では，非行少年の問題に関する少年事件を取り扱っ
ています。
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らの調査や調整は，行動科学等の知識や技法を活用し
て行います。
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　日本がいわゆるハーグ条約に加盟したことに伴い，16 歳未満の子が国境を越えて不法に日本へ連れ去
られた場合等において，子をその常居所地国に返還することを求める子の返還申立事件が，東京家庭裁
判所及び大阪家庭裁判所で取り扱われることになりました。
　申立てを受けた家庭裁判所は，当事者から提出された書類，家庭裁判所調査官の調査結果，自ら行っ
た審問の結果などに基づいて，子を常居所地国へ返還するか否かを迅速に判断します。また，当事者間に
合意が成立すれば，和解や調停によって解決することもできます。家庭裁判所の判断（終局決定）に不服
があるときは、2週間以内に不服申立てをすることにより，高等裁判所による審理を求めることもできます。
　子の返還を命じる終局決定が確定し，又は和解や調停が成立した後，子が常居所地国へ返還されない
場合には，子の返還を求める当事者からの申出により，家庭裁判所が事情を調べた上で義務の履行の勧
告をする手続が利用できますし，強制執行の手続も利用できます。
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